
第31期 決算公告
平成30年6月28日 東京都大田区西蒲田八丁目20番2号

株式会社 フォリス
代表取締役社長 定永 好史

(単位:千円)
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 3,333,522 流動負債 1,850,168

現金預金 1,767,755 工事未払金 1,361,256
受取手形 39,405 リース債務 1,540
電子記録債権 63,431 未払金 157,357
完成工事未収入金 1,043,286 未払費用 89,072
未成工事支出金 150,032 未払法人税等 49,991
材料貯蔵品 40,268 未成工事受入金 65,375
前払費用 6,948 預り金 5,268
未収入金 82,465 完成工事補償引当金 74,312
未収消費税 82,394 賞与引当金 45,997
差入保証金 短期 30
繰延税金資産 57,659 固定負債 196,485

貸倒引当金 150△
リース債務 1,242

固定資産 1,077,985 退職給付引当金 130,388
株式給付引当金 3,150

有形固定資産 4,540 役員株式給付引当金 6,394
建物 823 繰延税金負債 55,312
工具器具・備品 1,160
リース資産 2,556 負 債 合 計 2,046,653

純 資 産 の 部
無形固定資産 736

ソフトウェア 736 株主資本 2,172,969

投資その他の資産 1,072,709 資本金 100,000
投資有価証券 307,800
子会社株式 363,155 利益剰余金 2,072,969
関係会社株式 20,000 利益準備金 25,000
長期貸付金 376,000 その他利益剰余金 2,047,969
差入保証金 5,754 別途積立金 200,000

繰越利益剰余金 1,847,969
（うち当期純利益） (400,581)

評価・換算差額等 191,884
その他有価証券評価差額金 191,884

純 資 産 合 計 2,364,853
資 産 合 計 4,411,507 負債及び純資産合計 4,411,507

貸借対照表（平成30年3月31日現在）



個 別 注 記 表

【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】

１．棚卸資産、有価証券の評価方法及び評価基準
未成工事支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
材料貯蔵品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
子会社株式及び関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等による時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く) 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年4月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）
によっております。

無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法によっております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金 売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 完成工事高として計上した工事に係る瑕疵についてその引渡し後において、自己
の負担により無償で補償すべき場合の費用支出に備えるため、補修費用の見積額
に基づき計上しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法により計上しております。
株式給付引当金 株式給付規程に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式の給付に備えるため、

当会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式の給付に備える

ため、当会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準 請負工事の収益計上基準について、請負金額１千万円以上の請負工事は工事進行
基準（工事の進捗率は、決算日における請求出来高またはその見積りとする。）
により、その他の請負工事は、工事完成基準によっております。

５．消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

６．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

７．重要な会計方針の変更 当会計年度より、請負工事の収益計上基準について、工事進行基準を適用してお
ります。よって過年度の工事の進捗に見合う完成工事高 1,787,622千円および、
工事原価 1,665,617千円を当年度の完成工事高、完成工事原価よりそれぞれ減じ、
これに伴い当年度期首繰越利益剰余金残高は 122,005千円増加しています。
当年度の工事進行基準による完成工事高は 8,356,080千円。


